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（２） 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 

指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針については、居宅基準第 89 条の定めるところによる

ほか、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

③ 薬剤師、歯科衛生士及び管理栄養士は、指定居宅療養管理指導を行った際には、速やかに、

指定居宅療養管理指導を実施した要介護者等の氏名、実施日時、実施した居宅療養管理指導

の要点及び担当者の氏名を記録すること。 

（３） 運営規程 

居宅基準第 90 条は、指定居宅療養管理指導の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指

定居宅療養管理指導の提供を確保するため、同条第１号から第５号までに掲げる事項を内容と

する規程を定めることを指定居宅療養管理指導事業所ごとに義務づけたものであること。なお、

第４号の「指定居宅療養管理指導の種類」としては、当該事業所により提供される指定居宅療

養管理指導の提供者の職種（医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士）ごとの種類

を規定するものであること。 

（４）・（５）  （略） 

六 通所介護 

１ 人員に関する基準 

（１） 従業者の員数（居宅基準第 93 条） 

① 指定通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供される指定通所介護をいうものであるこ

とから、例えば、次のような場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ごとに必要な従

業者を確保する必要がある。 

イ （略） 

ロ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を提供する場合また、利用者ごとに策

定した通所介護計画に位置づけられた内容の指定通所介護が一体的に提供されていると認

められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に対して指定通所介護を行うこと

も可能である。なお、同時一体的に行われているとは認められない場合は、別単位となる

ことに留意すること。 

② ８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に連続して延長サービスを行う場合にあって

は、事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものとする。 

 ③～⑧ （略） 

（２） （略） 

（３） 機能訓練指導員（居宅基準第93条第５項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能

力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の

（２） 指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 

指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針については、居宅基準第 89 条の定めるところによる

ほか、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

③ 薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士及び看護職員は、指定居宅療養管理指導を行った際には、

速やかに、指定居宅療養管理指導を実施した要介護者等の氏名、実施日時、実施した居宅療

養管理指導の要点及び担当者の氏名を記録すること。 

（３） 運営規程 

居宅基準第 90 条は、指定居宅療養管理指導の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指

定居宅療養管理指導の提供を確保するため、同条第１号から第５号までに掲げる事項を内容と

する規程を定めることを指定居宅療養管理指導事業所ごとに義務づけたものであること。なお、

第４号の「指定居宅療養管理指導の種類」としては、当該事業所により提供される指定居宅療

養管理指導の提供者の職種（医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士、看護職員）

ごとの種類を規定するものであること。 

（４）・（５）  （略） 

六 通所介護 

１ 人員に関する基準 

（１） 従業者の員数（居宅基準第 93 条） 

① 指定通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供される指定通所介護をいうものであるこ

とから、例えば、次のような場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ごとに必要な従

業者を確保する必要がある。 

イ （略） 

ロ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を提供する場合また、利用者ごとに策

定した通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護が一体的に提供されていると認めら

れる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に対して通所介護を行うことも可能で

ある。なお、同時一体的に行われているとは認められない場合は、別単位となることに留

意すること。 

② ７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行う場合にあっては、

事業所の実情に応じて、適当数の従業者を配置するものとする。 

 ③～⑧ （略） 

（２） （略） 

（３） 機能訓練指導員（居宅基準第93条第５項） 

機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能

力を有する者とされたが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とす

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、

看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置し

た事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）とする。ただし、利用

者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、当該事業所の生

活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。 

（４） （略） 

２ 設備に関する基準（居宅基準第95条） 

（１） （略） 

（２） 食堂及び機能訓練室 

指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室（以下「指定通所介護の機能訓練室等」という。）

については、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすることとされたが、指定

通所介護が原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供するものであることに鑑み、狭

隘な部屋を多数設置することにより面積を確保すべきではないものである。ただし、指定通

所介護の単位をさらにグループ分けして効果的な指定通所介護の提供が期待される場合はこ

の限りではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） （略） 

（４） 設備に係る共用 

指定通所介護事業所と指定居宅サービス事業所等を併設している場合に、利用者へのサービ

ス提供に支障がない場合は、設備基準上両方のサービスに規定があるもの（指定訪問介護事業

所の場合は事務室）は共用が可能である。ただし、指定通所介護事業所の機能訓練室等と、指

定通所介護事業所と併設の関係にある病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院におけ

る指定通所リハビリテーション等を行うためのスペースについて共用する場合にあっては、以

下の条件に適合することをもって、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

イ 当該部屋等において、指定通所介護事業所の機能訓練室等と指定通所リハビリテーショ

ン等を行うためのスペースが明確に区分されていること。 

ロ 指定通所介護事業所の機能訓練室等として使用される区分が、指定通所介護事業所の設

備基準を満たし、かつ、指定通所リハビリテーション等を行うためのスペースとして使用

る。ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練については、

当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。 

 

 

 

（４） （略） 

２ 設備に関する基準（居宅基準第95条） 

（１） （略） 

（２） 食堂及び機能訓練室 

① 指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室（以下「指定通所介護の機能訓練室等」という。）

については、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすることとされたが、指定

通所介護が原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供するものであることに鑑み、狭

隘な部屋を多数設置することにより面積を確保すべきではないものである。ただし、指定通

所介護の単位をさらにグループ分けして効果的な指定通所介護の提供が期待される場合はこ

の限りではない。 

② 指定通所介護の機能訓練室等と、指定通所介護事業所と併設の関係にある医療機関や介護

老人保健施設における指定通所リハビリテーションを行うためのスペースについては、以下

の条件に適合するときは、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。 

イ 当該部屋等において、指定通所介護の機能訓練室等と指定通所リハビリテーションを行

うためのスペースが明確に区分されていること。 

ロ 指定通所介護の機能訓練室等として使用される区分が、指定通所介護の設備基準を満た

し、かつ、指定通所リハビリテーションを行うためのスペースとして使用される区分が、

指定通所リハビリテーションの設備基準を満たすこと。 

（３） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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される区分が、指定通所リハビリテーション事業所等の設備基準を満たすこと。 

また、玄関、廊下、階段、送迎車両など、基準上は規定がないが、設置されるものについて

も、利用者へのサービス提供に支障がない場合は、共用が可能である。 

なお、設備を共用する場合、居宅基準第 104 条第２項において、指定通所介護事業者は、事

業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じるよう努めなければ

ならないと定めているところであるが、衛生管理等に一層努めること。 

（５） （略） 

３ 運営に関する基準 

（１） 利用料等の受領 

① （略） 

② 同条第３項は、指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に関して、 

イ～ニ （略） 

ホ 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護の提供において提供される便宜のうち、日常

生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが

適当と認められるもの 

については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払を

受けることは認めないこととしたものである。なお、ハの費用については、居住、滞在及び

宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号。以

下「指針」という。）の定めるところによるものとし、ホの費用の具体的な範囲については、

別に通知するところによるものとする。 

（２） （略） 

（３） 通所介護計画の作成 

①～③ （略） 

④ 通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成され

なければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するた

め、指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画の作成に当たっては、その内容等を説明

した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該通所介護計画を利用者に交付しなけ

ればならない。 

なお、交付した通所介護計画は、居宅基準第 104 条の３第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならない。 

⑤・⑥ （略） 

（４） 運営規程 

居宅基準第 100 条は、指定通所介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定通所

介護の提供を確保するため、同条第１号から第 10 号までに掲げる事項を内容とする規程を定め

 

 

 

 

 

 

（４） （略） 

３ 運営に関する基準 

（１） 利用料等の受領 

① （略） 

② 同条第３項は、指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に関して、 

イ～ニ （略） 

ホ 前各号に掲げるもののほか、通所介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当

と認められるもの 

については、前２項の利用料のほかに利用者から支払を受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の支払を

受けることは認めないこととしたものである。なお、ハの費用については、居住、滞在及び

宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成 17 年厚生労働省告示第 419 号。以

下「指針」という。）の定めるところによるものとし、ホの費用の具体的な範囲については、

別に通知するところによるものとする。 

（２） （略） 

（３） 通所介護計画の作成 

①～③ （略） 

④ 通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて作成され

なければならないものであり、サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するた

め、指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画の作成に当たっては、その内容等を説明

した上で利用者の同意を得なければならず、また、当該通所介護計画を利用者に交付しなけ

ればならない。 

なお、交付した通所介護計画は、居宅基準第 104 条の２第２項の規定に基づき、２年間保

存しなければならない。 

⑤・⑥ （略） 

（４） 運営規程 

居宅基準第 100 条は、指定通所介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定通所

介護の提供を確保するため、同条第１号から第 10 号までに掲げる事項を内容とする規程を定め

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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ることを指定通所介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意するものとす

る。 

① 営業日及び営業時間（第３号） 

指定通所介護の営業日及び営業時間を記載すること。 

なお、８時間以上９時間未満の指定通所介護の前後に連続して延長サービスを行う指定通

所介護事業所にあっては、サービス提供時間とは別に当該延長サービスを行う時間を運営規

程に明記すること（居宅基準第 117 条第３号についても同趣旨）。 

例えば、提供時間帯（９時間）の前に連続して１時間、後に連続して２時間、合計３時間

の延長サービスを行う指定通所介護事業所にあっては、当該指定通所介護事業所の営業時間

は 12 時間であるが、運営規程には、提供時間帯９時間、延長サービスを行う時間３時間とそ

れぞれ記載するものとすること（居宅基準第 117 条第３号の「営業日及び営業時間」につい

ても同趣旨）。 

②～⑤ （略） 

（５）～（８）（略） 

（９） 準用 

居宅基準第 105 条の規定により、居宅基準第８条から第 17条まで、第 19条、第 21 条、第 26

条、第 27条、第 32 条から第 34 条まで、第 35条から第 36条の２まで、第 38 条及び第 52 条は、

指定通所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（１）から（７）ま

で、（９）、（11）、（14）、（15）、（22）、（24）から（26）まで及び（28）並びに第３

の二の３の（４）を参照されたい。 

４ 共生型通所介護に関する基準 

共生型通所介護は、指定障害福祉サービス等基準第78条第１項に規定する指定生活介護事業者、

指定障害福祉サービス等基準第 156 条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者、指定

障害福祉サービス等基準第 166 条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者、児童福祉

法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第

15 号。以下「指定通所支援基準」という。）第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業者又

は指定通所支援基準第 66 条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業者が、要介護者に対

して提供する指定通所介護をいうものであり、共生型通所介護事業所が満たすべき基準は、次の

とおりであること。 

（１） 従業者の員数及び管理者（居宅基準第 105 条の２第１号、居宅基準第 105 条の３） 

① 従業者 

指定生活介護事業所、指定自立訓練（機能訓練）事業所、指定自立訓練（生活訓練）事業

所、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所（以下この４において「指

定生活介護事業所等」という。）の従業者の員数が、共生型通所介護を受ける利用者（要介

護者）の数を含めて当該指定生活介護事業所等の利用者の数とした場合に、当該指定生活介

ることを指定通所介護事業所ごとに義務づけたものであるが、特に次の点に留意するものとす

る。 

① 営業日及び営業時間（第３号） 

指定通所介護の営業日及び営業時間を記載すること。 

なお、７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行う指定通所介

護事業所にあっては、サービス提供時間とは別に当該延長サービスを行う時間を運営規程に

明記すること（居宅基準第 117 条第３号についても同趣旨）。 

例えば、提供時間帯（９時間）の前に連続して１時間、後に連続して２時間、合計３時間

の延長サービスを行う指定通所介護事業所にあっては、当該指定通所介護事業所の営業時間

は 12 時間であるが、運営規程には、提供時間帯９時間、延長サービスを行う時間３時間とそ

れぞれ記載するものとすること（居宅基準第 117 条第３号の「営業日及び営業時間」につい

ても同趣旨）。 

②～⑤ （略） 

（５）～（８）（略） 

（９） 準用 

居宅基準第 105 条の規定により、居宅基準第８条から第 17条まで、第 19条、第 21 条、第 26

条、第 27条、第 32 条から第 34 条から第 36 条の２まで、第 38 条及び第 52 条は、指定通所介

護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（１）から（７）まで、（９）、

（11）、（14）、（15）、（21）から（24）及び（26）並びに第３の二の３の（４）を参照さ

れたい。 

（新設） 
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護事業所等として必要とされる数以上であること。 

この場合において、指定生活介護事業所の従業者については、前年度の利用者の平均障害

支援区分に基づき、必要数を配置することになっているが、その算出に当たっては、共生型

通所介護を受ける利用者（要介護者）は障害支援区分５とみなして計算すること。 

② 管理者 

指定通所介護の場合と同趣旨であるため、第３の六の１の（４）を参照されたい。なお、

共生型通所介護事業所の管理者と指定生活介護事業所等の管理者を兼務することは差し支え

ないこと。 

（２） 設備に関する基準  

指定生活介護事業所等として満たすべき設備基準を満たしていれば足りるものであること。

ただし、指定児童発達支援事業所又は指定放課後等デイサービス事業所の場合は、必要な設備

等について要介護者が使用するものに適したものとするよう配慮すること。 

なお、当該設備については、共生型サービスは要介護者、障害者及び障害児に同じ場所で同

時に提供することを想定していることから、要介護者、障害者又は障害児がそれぞれ利用する

設備を区切る壁、家具、カーテンやパーティション等の仕切りは、不要であること。 

（３） 指定通所介護事業所その他の関係施設から、指定生活介護事業所等が要介護者の支援を

行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（居宅基準第 105 条の２第２号） 

（４） 運営等に関する基準（居宅基準第 105 条の３） 

居宅基準第 105 条の３の規定により、居宅基準第８条から第 17 条まで、第 19 条、第 21条、

第 26 条、第 27条、第 32 条から第 34 条まで、第 35 条から第 36 条の２まで、第 38 条、第 52

条、第 92条及び第 95条第４項並びに第７章第４節（第 105 条を除く。）の規定は、共生型通

所介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３の（１）から（７）まで、（９）、

（11）、（14）、（15）、（22）、（24）から（26）まで及び（28）、第３の二の３の（４）

並びに第３の六の２の（５）及び３の（１）から（８）までを参照されたいこと。 

この場合において、準用される居宅基準第 100 条第４号及び第 102 条の規定について、共生

型通所介護の利用定員は、共生型通所介護の指定を受ける指定生活介護事業所等において同時

にサービス提供を受けることができる利用者数の上限をいうものであること。つまり、介護給

付の対象となる利用者（要介護者）の数と障害給付の対象となる利用者（障害者及び障害児）

の数との合計数により、利用定員を定めること。例えば、利用定員が 20人という場合、要介護

者と障害者及び障害児とを合わせて20人という意味であり、利用日によって､要介護者が10人、

障害者及び障害児が 10人であっても、要介護者が５人、障害者及び障害児が 15 人であっても、

差し支えないこと。 

（５） その他の共生型サービスについて 

訪問介護と同様であるので、第３の一の４の（５）を参照されたいこと。 

（６） その他の留意事項 
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多様な利用者に対して、一体的にサービスを提供する取組は、多様な利用者が共に活動する

ことで、リハビリや自立・自己実現に良い効果を生むといった面があることを踏まえ、共生型

サービスは、要介護者、障害者及び障害児に同じ場所で同時に提供することを想定している。 

このため、同じ場所において、サービスを時間によって要介護者、障害者及び障害児に分け

て提供する場合（例えば、午前中に要介護者に対して通所介護、午後の放課後の時間に障害児

に対して放課後等デイサービスを提供する場合）は、共生型サービスとしては認められないも

のである。 

５ 基準該当通所介護に関する基準 

（１）・（２） （略） 

（３） 運営に関する基準 

居宅基準第 109 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第 16条、第 17 条、第 19

条、第 21 条、第 26 条、第 27 条、第 32 条から第 34 条まで、第 35条、第 36 条（第５項及び第

６項を除く。）、第 36条の２、第 38 条、第 52条、第 92 条及び第７章第４節（第 96 条第１項

及び第 105 条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業について準用されるものであるた

め、第３の一の３の（１）から（５）まで、（７）、（９）、（11）、（14）、（15）、（22）、

（24）から（26）まで及び（28）、第３の二の３の（４）並びに第３の六の３を参照されたい

こと。この場合において、準用される居宅基準第 96 条第２項の規定は、基準該当通所介護事業

者が利用者から受領する利用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場合

もならない場合も、特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援サービス費を算定するための基

準となる費用の額（100 分の 90 又は 100 分の 80を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じ

ることを禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給付の

対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な

差額を設けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村に

おいて基準該当通所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なること

は認められないものである。 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

（１） 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111 条第１項） 

① 医師（第１号） 

イ 専任の常勤医師が１人以上勤務していること。 

ロ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、病院又

は診療所（医師について介護老人保健施設又は介護医療院の人員基準を満たす余力がある

場合に限る。）と併設されているものについては、当該病院又は診療所の常勤医師との兼

務で差し支えないものであること。 

ハ 指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設又は介護医療院であって、当該介

 

 

 

 

 

 

 

４ 基準該当通所介護に関する基準 

（１）・（２） （略） 

 （３） 運営に関する基準 

居宅基準第 109 条の規定により、居宅基準第８条から第 14条まで、第 16条、第 17 条、第 19

条、第 21条、第 26 条、第 27 条、第 32条から第 35 条まで、第 36 条（第５項及び第６項を除

く。）、第 36 条の２、第 38 条、第 52 条、第 92 条及び第７章第４節（第 96 条第１項及び第 105

条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業について準用されるものであるため、第３の

一の３の（１）から（５）まで、（７）、（９）、（11）、（14）、（15）、（21）から（24）

及び（26）まで、第３の二の３の（４）並びに第３の六の３を参照されたいこと。この場合に

おいて、準用される居宅基準第 96条第２項の規定は、基準該当通所介護事業者が利用者から受

領する利用料について、当該サービスが結果的に保険給付の対象となる場合もならない場合も、

特例居宅介護サービス費又は特例居宅支援サービス費を算定するための基準となる費用の額

（100 分の 90 又は 100 分の 80 を乗ずる前の額）との間に不合理な差額が生じることを禁ずるこ

とにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料と、保険給付の対象とならないサ

ービスの利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けること

を禁止する趣旨である。なお、当該事業所による通所介護が複数の市町村において基準該当通

所介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料が異なることは認められないも

のである。 

七 通所リハビリテーション 

１ 人員に関する基準 

（１） 指定通所リハビリテーション事業所（居宅基準第 111 条第１項） 

① 医師（第１号） 

専任の常勤医師が１人以上勤務していること。 

なお、指定通所リハビリテーションを行う介護老人保健施設であって、病院又は診療所（医

師について介護老人保健施設の人員基準を満たす余力がある場合に限る。）と併設されてい

るものについては、当該病院又は診療所の常勤医師との兼務で差し支えないものであること。 
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